
第５章
地 域 振 興

試験船「なつどまり」
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１　電源三法交付金制度
⑴電源三法交付金制度の概要
　電源三法とは、「電源開発促進税法」、「特別会計に関する法律」、「発電用施設周辺地域
整備法」の三つの法律の総称であり、これらに基づいた交付金等の制度が電源三法交付金
制度です。
　電源三法交付金制度の基本的な考え方は、発電用施設建設による利益を地元に還元する
ことにより、電源開発を円滑に進めようとするものです。このため、①一般送配電事業者
から電源開発促進税を徴収し、②これを歳入とする特別会計を設け、③この特別会計から
発電用施設が設置される市町村及び周辺市町村に対し、公共用施設整備などの住民の利便
性向上のための事業や地域の活性化を目的とした事業などに対して、交付金や補助金が交
付されています。

電源三法の概要

法　律　名 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

電 源 開 発 促 進 税 法
（昭和49年法律第79号）

　原子力発電施設、水力発電施設、地熱発電施設等の設置の促進及び運転
の円滑化を図る等のための財政上の措置並びにこれらの発電施設の利用の
促進及び安全の確保並びにこれらの発電施設による電気の供給の円滑化を
図る等のための措置に要する費用に充てるため、一般送配電事業者の販売
電気に対し、電源開発促進税を課します。

特別会計に関する法律
（平成19年法律第23号）

　エネルギー対策特別会計を設置し、これに電源開発促進税法による収入
を一般会計から繰り入れ、発電用施設の設置及び運転の円滑化に資するた
め、発電用施設の周辺地域の整備や安全対策などの事業に対し、電源立地
地域対策交付金等の各種交付金・補助金等を支出します。

発 電 用 施 設 周 辺
地　域　整　備　法
（昭和49年法律第78号）

　発電用施設の周辺地域において、公共用の施設の整備その他の住民の生
活の利便性の向上及び産業の振興に寄与する事業を進めることにより、地
域住民の福祉の向上を図り、もって発電用施設の設置及び運転を円滑にす
るため、県が作成する計画（公共用施設整備計画・利便性向上等事業計画）
に基づいて、電源立地地域対策交付金を交付します。
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⑵電源立地地域対策交付金等
　①　電源立地地域対策交付金

電源立地促進対策交付金、電源立地特別交付金など、従来の主要な交付金等を統合
し、平成15年10月１日に電源立地地域対策交付金が創設されました。統合された各交
付金等の従来の対象事業に加えて、新たに地域活性化事業が交付対象事業に追加され、
幅広い事業が実施可能となりました。

　＜交付限度額＞
　�　各地方公共団体の交付限度額は、旧交付金制度の算定方式を純粋に引き継ぎ、その合
計額となります。

電源立地地域
対策交付金

●電源立地等初期対策交付金相当部分
●電源立地促進対策交付金相当部分
●原子力発電施設等周辺地域交付金相当部分
●電力移出県等交付金相当部分
●水力発電施設周辺地域交付金相当部分
●原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金相当部分
●核燃料サイクル施設交付金相当部分

●給付金等交付助成措置
　小売電気事業者等から電気の供給を受けて
いる一般家庭、工場などに対する電気料金の
実質的な割引措置を行うための給付金等交付
助成事業を行う者への補助事業

●福祉対策措置
　医療施設、社会福祉施設などの整備・運営、
ホームヘルパー事業など地域住民の福祉の向
上を図るための事業や福祉対策事業に関わる
補助金交付事業及び出資金出資事業

●地域活性化措置
　地場産業支援事業、地域の特性を活用した
地域資源利用魅力向上事業等、福祉サービス
促進事業、地域の人材育成事業等の地域活性
化事業

●公共用施設整備措置
　道路、水道、スポーツ等施設、教育文化施
設、医療施設、社会福祉施設などの公共用施
設や産業振興施設の整備、維持補修、維持運
営のための事業

●企業導入・産業活性化措置
　商工業、農林水産業、観光業などの企業導
入の促進事業並びに地域の産業の近代化及び
地域の産業関連技術の振興などに寄与する施
設の整備事業や当該施設の維持運営等のため
の事業

●地域振興計画作成等措置
　地域振興に関する計画の作成や先進地の見
学会、研修会、講演会、検討会、ポスター・
チラシ・パンフレットの制作等発電用施設な
どの理解促進事業

●温排水関連措置
　種苗生産、飼料供給、漁業研修、試験研究、
先進地調査、指導・研修・広報、漁場環境調
査、漁場資源調査、漁業振興計画作成調査、
温排水有効利用事業導入基礎調査等の広域的
な水産振興のための事業

■　交付対象措置
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ア　電源立地等初期対策交付金相当部分
　原子力発電施設について
　・期間Ⅰ：立地可能性調査開始の翌年度～環境影響評価の開始年度
　・期間Ⅱ：環境影響評価開始の翌年度～10年間
　・期間Ⅲ：期間Ⅱの終了の翌年度～運転開始年度
　核燃料サイクル施設について
　・期間Ⅰ：立地可能性調査の開始年度～都道府県知事の同意年度
　・期間Ⅱ：都道府県知事の同意翌年度～２年間
において、東通村に対しては平成４年度から、大間町に対しては平成４年度から、
むつ市に対しては平成13年度から平成19年度までの間、六ヶ所村に対しては平成14
年度からそれぞれ交付されています。

イ　電源立地促進対策交付金相当部分
　発電用施設、核燃料サイクル施設の設置工事が開始される年度から、運転開始５
年後までの期間において所在市町村等に交付されています。
　本県では、昭和63年度から六ヶ所村及び周辺市町村に対し、平成10年度から東通
村及び周辺市町村に対し、平成16年度から大間町及び周辺市町村に対し、平成20年
度からむつ市及び周辺市町村に対しそれぞれ交付されています。（対象市町村名は、
合併前の市町村名で表記している場合があります。）

年度
区分 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

東通地点 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 11,339,917
大間地点 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 6,726,423
むつ地点 0 0 0 0 0 2,465,702
六ヶ所地点 140,000 140,000 140,000 140,000 140,000 5,091,352
合　　　計 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 25,623,394

年度
区分 Ｈ４－23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

東通地点 10,539,917 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000
大間地点 5,927,604 80,000 80,000 80,000 80,000 78,819
むつ地点 2,465,702 0 0 0 0 0
六ヶ所地点 3,691,352 140,000 140,000 140,000 140,000 140,000
合　　　計 22,624,575 300,000 300,000 300,000 300,000 298,819

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

ウラン濃縮工場

低レベル放射性廃棄
物埋設センター

立地　六ヶ所村

周辺　三沢市　野辺地町　横浜町　上北町
　　　東北町　東通村　十和田市　むつ市
　　　平内町　七戸町　百石町　六戸町
　　　下田町　天間林村

青森県

8,683,952千円

昭和63年度
　　～
　　平成９年度

（単位：千円）

（単位：千円）



61

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

再処理工場 立地　六ヶ所村

周辺　三沢市　野辺地町　横浜町　上北町
　　　東北町　東通村　十和田市　むつ市
　　　平内町　七戸町　百石町　六戸町
　　　下田町　天間林村

青森県

33,600,000千円

平成元年度
　　～
　　平成19年度

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

低レベル放射性廃棄
物埋設センター２号
廃棄物埋設施設

高レベル放射性廃棄
物貯蔵管理センター
２期増設

立地　六ヶ所村

周辺　三沢市　野辺地町　横浜町　上北町
　　　東北町　東通村　十和田市　むつ市
　　　平内町　七戸町　百石町　六戸町
　　　下田町　天間林村

青森県

2,250,768千円

平成14年度
　　～
　　平成18年度

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

東北電力㈱
東通原子力発電所１
号機

立地　東通村

周辺　むつ市　横浜町　六ヶ所村　三沢市
　　　野辺地町　上北町　東北町　川内町
　　　大畑町

青森県

11,550,000千円

平成10年度
　　～
　　平成21年度

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

電源開発㈱
大間原子力発電所

立地　大間町

周辺　風間浦村　佐井村　大畑町　川内町
　　　脇野沢村　むつ市

青森県

14,521,500千円

平成16年度
　　～
　　平成28年度

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

ＭＯＸ燃料加工施設 立地　六ヶ所村

周辺　三沢市　野辺地町　横浜町　東北町
　　　東通村　十和田市　むつ市　平内町
　　　七戸町　六戸町　おいらせ町

青森県

交付限度額� 14,890,902千円
Ｒ３までの交付実績
� 13,310,159千円
平成20年度
　　～
　　運転開始から５年
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ウ　原子力発電施設等周辺地域交付金相当部分
　原子力発電施設等の所在及び周辺市町村における事業又は電力会社から電気の供
給を受けている一般家庭・企業等に対する給付金交付助成事業に対し交付されてい
ます。
　本県では、核燃料サイクル施設及び使用済燃料中間貯蔵施設の所在及び周辺市町
村については、平成23年度からこの交付金に代えて核燃料サイクル施設交付金相当
部分が交付されています。

対象市町村 区　分 交付単価（割引金額）

東 通 村
一般家庭 契約１口当たり� 1,125円／月
企 業 等 契約１kW当たり� 281円／月

六ヶ所村
一般家庭 契約１口当たり� 2,056円／月
企 業 等 契約１kW当たり� 281円／月

大 間 町 一般家庭 契約１口当たり� 900円／月

風間浦村 一般家庭 契約１口当たり� 618円／月

佐 井 村
一般家庭 契約１口当たり� 618円／月

企 業 等 契約１kW当たり� 154円／月

三 沢 市
一般家庭 契約１口当たり� 750円／月

企 業 等 契約１kW当たり� 187円／月

対象市町村 区　分 交付単価（割引金額）

東 北 町
一般家庭 契約１口当たり� 773円／月

企 業 等 契約１kW当たり� 193円／月

平 内 町
一般家庭 契約１口当たり� 773円／月

企 業 等 契約１kW当たり� 193円／月

七 戸 町
一般家庭 契約１口当たり� 773円／月

企 業 等 契約１kW当たり� 193円／月

おいらせ町
一般家庭 契約１口当たり� 773円／月

企 業 等 契約１kW当たり� 193円／月

六 戸 町
一般家庭 契約１口当たり� 773円／月

企 業 等 契約１kW当たり� 193円／月
（注）令和４年度交付単価
　　　�この単価には、核燃料サイクル施設交付金相当部分から

交付される分も含まれます。

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

東京電力㈱
東通原子力発電所１
号機

立地　東通村

周辺　むつ市　横浜町　六ヶ所村　三沢市
　　　野辺地町　東北町　大間町
　　　風間浦村　佐井村

青森県

14,542,500千円

平成20年度
　　～
　　平成30年度

　　　　　　　　　　　　　※このほか、令和元年度に前倒し分で東通村に999,704千円

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

使用済燃料中間貯蔵
施設

立地　むつ市

周辺　横浜町　大間町　東通村　風間浦村
　　　佐井村　野辺地町　六ヶ所村

青森県

交付限度額� 2,940,000千円
Ｒ２までの交付実績
� 2,939,999千円
平成20年度
　　～
　　運転開始から５年

原子力立地給付金等交付事業（電気料金の割引）の内容
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エ　電力移出県等交付金相当部分
　県内の発電電力量が県内の消費電力量を1.5倍以上の比率で上回っていることな
どの要件を満たしている場合に交付されるもので、本県には平成６年度から交付さ
れています。
　なお、一部は所在及び周辺市町村に「市町村枠」として交付されています。
《交付対象地域》
　①原子力施設関連
　　十和田市、三沢市、むつ市、平内町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、
　　東北町、六ヶ所村、おいらせ町、大間町、東通村、風間浦村、佐井村
　②水力・火力発電施設関連
　　青森市、黒石市、十和田市、平川市、鰺ヶ沢町、深浦町、西目屋村、三戸町、
　　八戸市、五戸町、階上町、南部町

オ　原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金相当部分
　原子力発電施設等の所在市町村に対して発電電力量等に応じて交付されており、
原子力発電施設等の運転が終了するまで交付されます。

年度
交付先 Ｈ元－23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

市　町　村 74,230,126 2,589,637 2,356,613 1,522,369 1,524,543 1,043,475

年度
交付先 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

市　町　村 1,050,165 1,050,214 1,041,339 1,038,513 1,055,493 88,502,487

年度
交付先 Ｈ６－23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

市　町　村 27,580,580 1,974,123 982,803 959,955 953,449 884,448

年度
交付先 Ｈ９－23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

市　町　村 4,832,415 254,522 242,623 241,960 241,960 273,899

年度
交付先 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

市　町　村 900,039 905,689 903,210 911,114 931,278 37,886,688

年度
交付先 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

市　町　村 264,353 255,977 247,015 244,028 344,584 7,443,336

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
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カ　核燃料サイクル施設交付金相当部分
　核燃料サイクル施設の設備能力、稼働実績に応じて算定される交付金で、平成23
年度に新設されました。
《交付対象地域》
　十和田市、三沢市、むつ市、平内町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、
　東北町、六ヶ所村、おいらせ町、大間町、東通村、風間浦村、佐井村

キ　水力発電施設周辺地域交付金相当部分
　運転開始後15年以上経過し、算定電力量等が一定規模以上の水力発電施設が所在
している市町村に対し交付されるもので、本県には、昭和56年度から交付されてい
ます。
《交付対象地域》
　青森市、黒石市、十和田市、平川市、鰺ヶ沢町、深浦町、西目屋村、三戸町

②　電源地域産業育成支援補助金（市町村事業）
　電源地域の市町村に対し、市町村等が主体となって実施する産業振興のためのビ
ジョン作成から事業化までの一連の事業を対象として交付されるものです。
　平成15年10月、電源立地地域対策交付金に統合されたため、平成16年度からは当
支援事業の対象市町村のうち電源立地地域対策交付金が交付されない市町村に対し
て交付されていました。（平成21年度で事業終了）
《交付対象地域》
　平成元年度～平成21年度　計1,278,182千円

年度
区分 Ｈ23－28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

建設段階 40,828,324 6,810,939 6,793,547 6,784,560 6,780,534 7,366,400 75,364,304

運転段階 14,399,280 2,400,570 2,400,570 1,919,970 1,919,970 1,919,970 24,960,330

合　　計 55,227,604 9,211,509 9,194,117 8,704,530 8,700,504 9,286,370 100,324,634

年度
交付先 Ｓ56－Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

市　町　村 1,343,410 43,109 42,836 42,297 42,092 37,115

年度
交付先 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

市　町　村 36,934 36,934 36,934 36,974 37,275 1,735,910

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
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③　原子力発電施設等周辺地域企業立地支援給付金（Ｆ補助金）
　原子力発電施設等の立地及び周辺市町村における企業立地を支援するため、雇用
増加を生む企業に対して、一定期間にわたって電気料金の実質的割引措置になる給
付金が交付されています。
《交付対象地域》
　�十和田市（旧十和田湖町は除く）、三沢市、むつ市、平内町、野辺地町、七戸町、
おいらせ町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、東通村、大間町、風間浦村、
　佐井村

④　核燃料サイクル交付金
　プルサーマル実施の受け入れや核燃料サイクル施設の設置に同意した都道府県に
対して、都道府県が作成する「地域振興計画」に基づき交付されます。なお、一部
について、所在及び周辺市町村に対し交付されています。

年度
区分 Ｈ11－23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

上　期 233,784
（90事業所）

290,106
（85事業所）

305,181
（73事業所）

281,238
（80事業所）

304,898
（82事業所）

下　期 272,887
（87事業所）

302,288
（84事業所）

257,788
（79事業所）

307,479
（80事業所）

292,353
（70事業所）

合　計 3,428,526 506,671 592,394 562,969 588,717 597,251

年度
区分 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

上　期 279,840
（62事業所）

295,721
（54事業所）

278,965
（48事業所）

178,007
（39事業所）

143,229
（39事業所）

下　期 289,934
（58事業所）

267,384
（47事業所）

264,503
（47事業所）

129,690
（37事業所）

153,372
（38事業所）

合　計 569,774 563,105 543,468 307,697 296,601 8,557,173

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

・�使用済燃料中間貯蔵
施設
・大間原子力発電所
・ＭＯＸ燃料加工施設

立地　むつ市　大間町　六ヶ所村

周辺　三沢市　十和田市　平内町
　　　野辺地町　七戸町　六戸町
　　　横浜町　東北町　おいらせ町
　　　東通村　風間浦村　佐井村

青森県

交付限度額� 18,000,000千円
Ｒ２までの交付実績
� 3,523,240千円
平成22年度
　　～
　�ＭＯＸ燃料が装荷された年
度又は施設の使用が開始さ
れた年度の翌年度から最長
５年間

（単位：千円）

（単位：千円）
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⑤　原子力発電施設等立地地域特別交付金
　原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化のために交付金を交付することが特に
必要な都道府県に対して、都道府県が作成する「地域振興計画」に基づき交付され
ます。本県では、これまでに３事業について交付を受けています。
・青森県農林総合研究センター整備事業（平成12 ～ 13年度）
・並行在来線（青い森鉄道線）八戸・青森間延伸開業事業（平成18 ～ 21年度）
・新青森県総合運動公園陸上競技場整備事業（平成25 ～ 30年度）

⑥　原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業交付金
　原子力発電施設等の稼働状況が相当程度変化した道県又は原子力発電施設が廃止
された市町村に対して、道県が作成する「地域振興計画」に基づき交付されます。

⑦　交付金事務等交付金
　県の交付金事務費として交付されています。

年度
交付先 Ｓ57－Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

市　町　村 167,615 3,491 2,791 3,378 2,663 1,815

年　　度 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ25

交付金額 2,500,000 2,500,000 1,250,000 2,500,000 625,000 625,000 58,275

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 計

交付金額 148,275 388,739 933,751 533,000 937,960 13,000,000

年度
交付先 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

市　町　村 2,233 3,305 3,200 3,171 3,718 197,380

関係施設名 交付対象地方公共団体 交付限度（実績）額及び交付期間

使用済燃料中間貯蔵施設 立地　むつ市 1,000,000千円� 令和元年度～令和３年度

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
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⑶その他の交付金等
①　広報・調査等交付金
　　ア　広報・調査等事業

　関係自治体が行う原子力発電に関する知識の普及、原子力発電施設等がこれらの
周辺の地域の住民の生活に及ぼす影響に関する調査及びこれらの施設の設置及び当
該設置をした施設がその周辺の地域の住民の生活に及ぼす影響に関して行われる連
絡調整に関する事業に対し交付されています。
　県では、主に新聞・パンフレット等による広報、意見交換会、委員会等の事業を
行っています。

　　イ　温排水影響調査等事業
　　　�　原子力発電施設から排出される温水の

周辺水域への拡散、温度変化の調査等に
対し交付されています。

　②　原子燃料サイクル広報委託費
　　　原子燃料サイクル事業に関する広報活動について、主に意見交換会の開催、新聞広報
　　等の事業を国からの委託を受けて実施していました。
　　　平成21年度からは、広報・調査等交付金に組み入れられて実施しています。

S56－H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

青森県 県　分 1,951,303� 51,008� 37,915 46,682 52,487 42,871
隣接分 815,980� 26,657� 29,149 26,325 29,547 27,397

小　　　　　計 2,767,283� 77,665� 67,064 73,007 82,034 70,268
東　　通　　村 528,668� 14,653� 15,224 19,590 15,180 18,745
大　　間　　町 251,613� 5,181� 4,939 4,259 4,351 7,375
六　ケ　所　村 540,942� 22,950� 22,950 20,884 22,950 19,048
む　　つ　　市 50,146� 7,794� 6,920 6,907 7,000 7,288
小　　　　　計 1,371,369� 50,578� 50,033 51,640 49,481 52,456
合　　　　　計 4,138,652� 128,243� 117,097 124,647 131,515 122,724

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

青森県 県　分 40,686 45,377 48,354 40,688 42,677� 2,400,048�
隣接分 25,753 28,966 29,279 8,305 8,584� 1,055,942�

小　　　計 66,439 74,343 77,633 48,993 51,261� 3,455,990�
東　　通　　村 17,295 18,403 14,085 5,522 4,480� 671,845�
大　　間　　町 7,110 7,034 5,809 11 11� 297,693�
六　ケ　所　村 18,130 20,655 21,802 855 7,084� 718,250�
む　　つ　　市 6,203 6,491 6,755 2,592 1,677� 109,773�
小　　　　　計 48,738 52,583 48,451 8,980 13,252� 1,797,561�
合　　　　　計 115,177 126,926 126,084 57,973 64,513� 5,253,551�

年　度 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20
金　額 6,684 4,403 4,302 4,449 4,464 9,833 17,000 12,000

年度 Ｓ63 Ｈ元 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10
金額 29,785 48,914 61,626 74,219 74,506 68,000 68,000 72,238 72,804 73,356 72,986

年度 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 計
金額 71,456 71,456 73,000 73,987 77,688 71,078 71,800 63,453 62,462 64,431 1,417,245

年　度 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 計
金　額 4,622 5,000 5,000 5,000 5,000 4,995 92,752

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
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③　放射線監視等交付金
県が行う原子力施設の周辺における、放射線監視等事業に対し交付されています。
原子力施設周辺の放射線の監視及び農畜産物、飲料水等の放射能調査を実施してい
ます。また、微少地震観測及び県内において歴史上被害をもたらした地震のデータベー
ス化を行っています。

④　大型再処理施設放射能影響調査交付金
大型再処理施設から放出される放射性物質による周辺への影響を調査するための事
業に対し交付されています。県では、この交付金を活用して、当該調査を委託すると
ともに、調査を行うために必要な施設、設備、運営等の補助を行っています。

年度
区分 Ｓ63 Ｈ元 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９

事前調査及び監視 － 46,000 52,000 52,000 85,000 110,000 113,000 113,000 116,000 116,000

施 設 等 整 備 70,000 960,600 － － 50,456 232,010 106,979 177,317 84,820 52,915
地震観測システム
整 備 事 業 － － － － － － － － － 11,664

地震関連情報収集
提 供 事 業 － － － － － － － － － 15,462

事業内容／年度 Ｈ２－25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ3 計
施設等整備等事業 49,270,509 1,519,479 1,336,462 1,585,934 1,272,173 1,258,385 1,247,055 1,219,393 1,224,147 59,933,537
調 査 事 業 26,745,515 1,597,066 1,601,054 1,322,337 1,620,652 1,634,389 1,618,476 1,626,089 1,587,888 39,353,466
一 般 事 務 費 20,982 2,443 2,893 3,025 2,263 2,371 2,170 2,120 1,537 39,804
合 計 76,037,006 3,118,988 2,940,409 2,911,296 2,895,088 2,895,145 2,867,701 2,847,602 2,813,572 99,326,807

年度
区分 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

事前調査及び監視 261,988 258,614 246,366 226,762 234,052 239,595 244,267 246,478 247,599 263,009

施 設 等 整 備 264,892 198,706 267,057 61,235 457,297 238,720 138,267 96,008 93,540 64,861
地震観測システム
整 備 事 業 0 0 0 0 0 0 78,840 131,760 0 0

地震関連情報収集
提 供 事 業 16,042 15,912 15,541 15,357 15,718 15,717 15,126 6,143 5,018 7,937

年度
区分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

事前調査及び監視 269,633 270,554 261,933 326,601 6,361,239

施 設 等 整 備 204,468 304,831 264,791 64,091 7,213,371
地震観測システム
整 備 事 業 0 0 0 0 460,827

地震関連情報収集
提 供 事 業 7,923 8,109 8,162 9,597 309,346

年度
区分 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19

事前調査及び監視 137,500 137,500 157,500 172,029 182,379 208,448 241,500 240,962 241,470 241,500

施 設 等 整 備 59,571 20,509 139,647 128,590 1,927,758 21,059 228,247 81,135 49,267 103,727
地震観測システム
整 備 事 業 187,087 44,651 0 0 0 6,825 0 0 0 0

地震関連情報収集
提 供 事 業 0 7,449 11,647 15,574 15,375 15,842 16,130 16,215 16,181 17,169

（単位：千円）

（単位：千円）



69

⑤　原子力発電施設等緊急時安全対策交付金
原子力発電施設等による災害などによる緊急時に、周辺地域の住民の安全の確保の
ため、あらかじめ県等が実施する事業に対し交付されています。
主に緊急時のための連絡網・放射線防護資機材・オフサイトセンター等の整備や維
持管理、周辺地域の住民や防災業務従事者の知識習得のための事業を行っています。

⑥　原子力発電施設等研修事業費補助金
原子力発電施設等の建設やメンテナンスに従事する者の人材育成、地元受注の促進
を目的として実施する研修事業に対し交付されています。県では、この補助金を活用
して、メンテナンス業務への地元企業の参入促進のための実践的な研修を実施してい
ます。

⑦　原子力・エネルギー教育支援事業交付金
学校において、原子力やその他のエネルギーについての学習を進めるため、エネル
ギーに関する教育に係る教材の購入、エネルギー関連施設の見学等の実施に要する費
用を対象に、県に対し交付されています。

年度
交付先 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14

青森県 42,119 34,237 40,527 48,968 43,298 84,268 80,360 83,256 89,142 125,306 106,902 110,549 160,004

年度
交付先 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

青森県 798,394 259,060 205,548 246,450 227,274 217,630 231,251 222,800 203,409 264,808 436,087 276,053 285,536

事業内容／年度 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17
設 備 備 品 整 備 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事 業 費 15,312 15,721 9,199 8,000 10,390 7,136 8,216 10,637 9,763 9,019
一 般 事 務 費 1,889 1,133 867 739 396 802 1,061 820 1,128 719
合 計 17,201 16,854 10,066 8,739 10,786 7,938 9,277 11,457 10,891 9,738

事業内容／年度 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
設 備 備 品 整 備 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事 業 費 8,957 12,160 8,143 8,368 8,280 9,549 9,592 9,543 12,004 12,165
一 般 事 務 費 492 280 120 126 110 2 2 2 0 0
合 計 9,449 12,440 8,263 8,494 8,390 9,551 9,594 9,545 12,004 12,165

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

青森県 14,082 14,475 16,823 19,965 16,092 15,147 22,974 18,919 16,749 14,643 6,361 6,059

年度
交付先 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

青森県 318,434 281,508 290,173 562,147 675,073 285,741 7,336,312

事業内容／年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計
設 備 備 品 整 備 費 0 0 0 0 0 0 0
事 業 費 12,048 17,154 17,409 16,840 16,174 16,401 298,180
一 般 事 務 費 0 0 0 0 0 0 10,688
合 計 12,048 17,154 17,409 16,840 16,174 16,401 308,868

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 計

青森県 4,372 3,993 1,459 3,134 6,028 794 202,069

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
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２　核燃料物質等取扱税
　核燃料物質等取扱税は、地方税のうち総務大臣の同意を得て創設する県の法定外普通税
です。
　県では、六ヶ所村に立地する原子燃料サイクル施設及び東通村に立地する原子力発電所
に対して課税する核燃料物質等取扱税を実施しています。
　平成３年に青森県核燃料物質等取扱税条例を制定し、その後、同条例の実施期間の満了
に伴い、平成８年８月、平成13年７月、平成18年６月、平成23年12月、平成25年12月及び
平成30年12月に同条例を更新しました。
　更新後の核燃料物質等取扱税（実施期間：平成31年４月１日から５年間）の概要は、次
のとおりです。

納税義務者 課税客体 課税標準 税　　率 納付手続

ウラン濃縮の
事業を行う者 ウラン濃縮

課税標準の算定期間内にお
いて濃縮により生じた製品
ウラン（六ふっ化ウラン）
の重量

製品ウランの重量１㎏につき

課税標準の算定
期間の末日の翌
日から起算して
２月以内に申告
納付

36,500円

再処理の事業を
行 う 者

使用済燃料
の 受 入 れ

課税標準の算定期間内にお
いて受け入れた使用済燃料
に係る原子核分裂をさせる
前のウランの重量

原子核分裂をさせる前のウランの
重量１㎏につき

19,400円

使用済燃料
の 貯 蔵

課税標準の算定期間内の使
用済燃料の貯蔵に係る原子
核分裂をさせる前のウラン
の重量

原子核分裂をさせる前のウランの
重量１㎏につき

1,300円
（当分の間、8,300円）

廃棄物埋設の
事業を行う者 廃棄物埋設

課税標準の算定期間内の廃
棄物埋設に係る廃棄体の容
器の容量

廃棄体の容器の容量１㎥につき

52,400円

廃棄物管理の
事業を行う者 廃棄物管理

課税標準の算定期間内の廃
棄物管理に係るガラス固化
体の容器の数量

ガラス固化体の容器の数量１本に
つき

1,614,600円

原子炉の設置者

原 子 炉 の
設 置

課税標準の算定期間の末日
における発電用原子炉の熱
出力

1,000kWにつき

38,250円

核 燃 料 の
挿 入

核燃料の挿入に係る核燃料
の価額 100分の8.5

核燃料の挿入が
なされた日の属
する月の末日の
翌日から起算し
て２月以内に申
告納付

（資料44　青森県核燃料物質等取扱税条例　206頁参照）

※「課税標準の算定期間」－�１月１日から３月31日まで、４月１日から６月30日まで、７月１日から
９月30日まで及び10月１日から12月31日までの各期間
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３　青森県核燃料物質等取扱税交付金
　原子力発電施設等の立地市町村及び周辺市町村に対し、市町村が実施する防災・安全対
策、民生安定対策や地域振興策等に関する事業を対象に、県から交付されています。
　この交付金は平成24年４月更新の青森県核燃料物質等取扱税条例の施行に併せて創設し
ました。
　①　交付対象市町村
　　　ア　立地市町村
　　　　　むつ市、六ヶ所村、大間町、東通村
　　　イ　周辺市町村
　　　　　十和田市、三沢市、平内町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、
　　　　おいらせ町、風間浦村、佐井村
　②　交付額

� （単位：千円）

年　度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26－30 Ｒ元－３ 計

交付金額 1,780,885 2,000,000 3,000,000 ／年度 3,000,000 ／年度 27,780,885

特産品販売施設整備事業（六ヶ所村）

十和田市消防活動運営事業（十和田市）

下風呂温泉施設整備事業（風間浦村）

うみの子保育園運営委託事業（大間町）
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４　原子力発電施設等立地地域
　　の振興に関する特別措置法
　原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法は、原子力発電施設等の周辺の地
域について、地域の防災に配慮しつつ、生活環境、産業基盤等の総合的かつ広域的な整備
に必要な特別措置を講ずること等により、これらの地域の振興を図るため、平成13年度か
ら10年間の措置として制定されました。なお、平成22年12月及び令和３年３月に、更に10
年間の延長が決定しました。
　本県の原子力発電施設等立地地域については、平成14年３月に、原子燃料サイクル施設
及び東通原子力発電所の周辺の旧16市町村の地域について、内閣総理大臣の指定を受けま
した。
　また、原子力発電施設等立地地域の振興に関する計画（振興計画）については、平成15
年４月１日に内閣総理大臣の決定を受けました。
　原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法の概要は、次のとおりです。

　⑴�　原子力発電施設等立地地域（３市10町３村の16市町村↗ 現在、３市７町２村の12市
町村）

　　�　十和田市（旧十和田市、旧十和田湖町）、三沢市、むつ市（旧むつ市）、平内町、野
辺地町、七戸町（旧七戸町、旧天間林村）、おいらせ町（旧百石町、旧下田町）、六戸
町、横浜町、東北町（旧上北町、旧東北町）、六ヶ所村、東通村

　⑵　特別措置
　①　国の負担又は補助の割合の特例措置
�　振興計画に定める一定の道路、港湾、漁港、消防用施設及び義務教育施設の整備
に対する国の補助率の嵩上げ（５／10↗ 5.5／10等）

　②　地方債発行の特例措置
　上記①の事業に係る地方債元利償還費の地方交付税措置

　③　不均一課税に伴う特例措置
�　原子力発電施設等立地地域内において製造業等の用に供する設備を新増設した者
について、事業税、不動産取得税及び固定資産税の不均一課税をした場合、地方交
付税において減収補填
　なお、県は、平成14年７月にこの不均一課税の条例を施行しました。


